
別記第１号様式　別紙１
事業計画書

１ 申請者の概要
ＷＧ幹事企業

	ふりがな
幹事企業名（企業・団体名）
	

	代表者職名　/ 氏名
	

	所在地
	〒

	法人番号
	

	電話番号
	


事業責任者（プロジェクトマネージャー）
	所属部署名
職名 / 氏名
	

	電子メールアドレス
	※記載アドレスで正式文書を収受します。複数記載可

	電話番号
	※企業欄と同じ場合は、本行削除

	所在地
	※企業欄と同じ場合は、本行削除


事業経理担当者
	所属部署名 / 職名 / 氏名
	※事業担当者と同じ場合は「事業担当者と同じ」と記載

	電子メールアドレス
	※事業担当者と同じ場合は「事業担当者と同じ」と記載

	電話番号
	※事業担当者欄と同じ場合は、本行削除

	所在地
	※事業担当者欄と同じ場合は、本行削除


※経理担当者が複数の場合は、欄を適宜追加すること。
２ ＷＧの概要　※採択された場合、本項は公開項目となります
	ＷＧ名
	

	幹事企業及び構成員（企業・団体名）
	

	補助事業名
（※35字以内）
～副題～（※副題部分50字以内、ない場合は不要）
	

	これまでの活動
	· 前年度に同WG補助金を受けている
※他の補助金等の交付実績を記載（「他の補助金等の交付を現在申請中」及び「他の補助金等の交付を受けた（過去3年程度）」場合）
・補助金等の名称、交付（予定）者、補助金（申請）額、交付（予定）年月

・本補助申請内容との相違点
※別紙による作成も可


※注釈及び説明文（※で記載）は申請時に削除してください。
※記入枠は必要に応じて増減、縮拡張してください。
３ 事業内容

【実施概要】
	※１５０文字以内
※実施目的、内容を分かりやすいように記載すること。
※採択された場合、本項は公開項目となります。



【課題、事業成果、波及効果】
	※エビデンスに基づいて、具体的に（時期、数値、想定額など）記載すること。
※「デジタイゼーション（Digitization）」、「デジタライゼーション（Digitalization）」、「DX　デジタルトランスフォーメーション」（経済産業省「DXレポート2中間レポート（サマリー）P25-P26」参照）の、いずれの段階を達成するのかを記載すること。
【課題及び解決すべき理由 】
【実施項目及び概要 】
※詳細は実施計画の項目で説明すること
【想定する事業の成果 】
【想定する波及効果 】



【実施計画】
	※補助対象事業が複数年度にまたがる場合は年度ごとに記載すること。今年度の内容は細部を記載すること。過去にＷＧで補助金交付を受けている場合は達成状況を記載し、それを踏まえた計画にすること。
【　　　年　/　初年度】
・実施項目①
・実施項目②
・実施項目③
· 単年度計画の場合は以下不要
【　　　年　/　２年度】
・実施項目①
・実施項目②
・実施項目③
【　　　年　/　３年度】
・実施項目①
・実施項目②
・実施項目③



【実施体制】
	※どのような組織体制で事業を実施するか、関係者と役割を記載、図示すること。



【補助事業の従事者】
	企業・団体名等
	事業従事者
	役割

	
	役職
	氏名
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※人件費、謝金に計上できるのは本項で記載がある者のみです。

※人材派遣会社から派遣を受ける場合にもその予定を記載のこと。
※従事者が未定の場合は、氏名欄を空欄にして記載してください。
４ スケジュール
※補助対象事業を複数年にまたがって実施する場合、年度ごとに記載すること。
【　 年・初年度　】

	実施項目
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


· 単年度計画の場合は以下削除のこと

【　 年・２年度　】

	実施項目
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


【　 年・３年度　】

	実施項目
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


５　補助事業成果の活用計画

	事業実施者
	補助事業成果の活用計画

	
	· 補助事業終了後の事業課題への取り組み方法等を具体的に記載



６　収支予算書

　（１） 収入の部（資金調達内訳）                              　　（単位：円）
	区　　分
	金　　額
	調　達　先
	備　　　　考

	補助金申請額
	(B)
	
	

	自己資金
	
	
	

	借 入 金
	
	
	

	そ の 他
	
	
	

	合　　計
	(A)
	


　（２） 支出の部　　　　　　　　　                           　　（単位：円）
	経費区分
	種別
	補助事業に要する経費（注１）
	経費割合（%）種別合計/（A）*100
	補助対象
経費
（注２）
	補助金申請額
※千円以下切捨て
	主な支出項目の説明
（明細別添）

	活動費
	人件費
	　
	　
	　
	　
	　

	
	謝金
	　
	　
	　
	　
	　

	
	旅費
	　
	　
	　
	　
	　

	
	備品費
	　
	　
	　
	　
	　

	
	消耗品費
	　
	　
	　
	　
	　

	
	賃借料
	　
	　
	　
	　
	　

	
	その他
	　
	　
	　
	　
	　

	
	小計
	　
	　
	　
	　
	　

	外注費
	外注費
	　
	　
	　
	　
	　

	調査
連携費
	調査
連携費
	　
	　
	　
	　
	　

	合計
	　
	(A)　
	　
	　
	(B)　
	　


（注１）補助事業に要する経費は消費税及び地方消費税込みの金額を記載すること。
（注２）補助対象経費は消費税及び地方消費税抜きの金額を記載すること。
※補助金申請額については、経費区分毎に千円未満の端数を切り捨てること。

　※積算の内訳が多岐になる場合は、別紙を作成して詳細に記載すること。
※収入の部の(A)と支出の部の(A)、収入の部の(B)と支出の部の(B)が一致すること。

　※補助金申請額とは、補助対象経費のうち補助金を希望する額で、その限度は、
補助対象経費に補助率（要綱第６条別表による）を乗じた額になる。

